
2019日機輸通投第78号 
2 0 1 9 年 7 月 3 1 日 

組合員各位 
日 本 機 械 輸 出 組 合 
専務理事 赤津 光一郎 

 
国際税務対策セミナー 

「インド税務アップデート～2019年度インド政府予算案及び最近の税の進展～」 

開催のご案内 
 

拝啓 時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。 
 平素より当組合の活動に格別のご理解とご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

 この度、日本機械輸出組合では、PwCインドの協力の下、国際税務対策セミナー「（仮題）

インド税務アップデート～2019年度インド政府予算案及び最近の税の進展～」を、2019
年9月3日（火）(注1)に開催する運びとなりましたので、ご案内申し上げます。講師には、PwC
インド日系企業部ディレクターの古賀昌晴氏をお迎えし、インドの複雑な税制及び運用上の

問題（含 日本とインドの課税実務の違いを踏まえた対処方法）、など日系進出企業に直接

影響のある諸問題につきまして、現地の最新情報を報告いただきます。 

 ご存知の通り、インドでは2014年5月に発足したモディ政権が本年5月に行われた同国下院

総選挙でも勝利し、第二次モディ政権が発足しました。第一次政権で着手された「メイク・

イン・インディア」（外資系製造業を積極的に誘致）は第二次政権においても継続し、積極

的な外資誘致策が行われています。また、日印特別戦略的グローバル・パートナーシップの

下、日印関係の更なる強化が図られています。 

本セミナーでは、第一部では、モディ政権6回目の2019年度（2019年4月～2020年3月）国

家予算案の税制改正事項（直接税関連、間接税関連等）の説明、第二部では、インド税務の

最新動向として、PE課税（含 最近の裁判例）並びに移転価格の動向（BEPS関係、課税動

向及び相互協議等含む）、一昨年7月に導入された物品・サービス税（GST）等に係る最新の

状況につき解説いただきます。本講演での具体的事例説明等を通じて、インドにおける税の

執行状況等をご理解いただくとともに、会員企業の皆様のインド事業実務に役立つ情報を提

供できれば幸いです。 

ついては、ご多忙のこととは存じますが、万障お繰り合わせの上、ご出席くださいますよ

うお願い申し上げます。 
 
（注1）なお、本セミナーについては、関西地区の当組合員企業からの強い要望があったた

め、昨年度に引き続き、9月6日（金）午後に当組合大阪支部会議室でも開催致します。当該

開催案内については、別途、大阪支部より関西地区の組合員企業へお送り致します。 
敬具 

 
記 

 
日 時： ２０１９年９月３日（火） １４：００～１６：３０（開場１３：３０） 

 

場 所： 機械振興会館 地下２階ホール 

（東京都港区芝公園３－５－８ 機械振興会館地下２階） 

http://www.jspmi.or.jp/kaigishitsu/access.html  

http://www.jspmi.or.jp/kaigishitsu/access.html


 

テーマ： 「（仮題）インド税務アップデート～2019年度インド政府予算案及び最近

の税の進展～」 

第一部 

1．インド政府予算案（背景／直接税関連／間接税関連／その他） 

第二部 

2．最近の進展 

①MLIの発効と PE帰属所得算定に関する提案 

②オフショアサプライへの課税 

③関税の事例 

④GSTの事例 

⑤移転価格（含 BEPS関係）、課税の動向及び調査事例、相互協議、等） 

 

プログラム概要（仮）： 

14：05～15：05： 講演 前半（第一部） 

15：05～15：20： 休憩 

15：20～16：10： 講演 後半（第二部） 

16：10～16：30： 質疑応答 

（諸事情により、講演内容を一部変更させていただく場合がございますので、

予めご承知おき下さい。） 

 

講 師： PwCインド 日系企業部 

 ディレクター／税理士 古賀 昌晴 氏 

【講師紹介】 

国税庁、東京国税局等での勤務後、福岡国税局小倉税務署副署長を最後に退

官し、2016年9月からPwCインドで勤務。 

国税庁においては、調査課、国際業務課及び相互協議室において、移転価格

及び相互協議事務運営指針の改正、OECD租税委員会の作業部会への参加、米

国・欧州各国及び韓国、インドとの相互協議の実施、オランダ、香港、米国

等との仲裁実施取決の協議等多岐に亘る国際関係事務に従事。 

また、OECDの移転価格ユニットでの勤務経験を有し、相互協議等、租税条約

上の紛争解決手続きに係るプロジェクトを担当した他、OECD移転価格ガイド

ラインの改正作業、PE帰属所得ルールであるOECD承認アプローチ（AOA）の

ドラフト作成及び発展途上国への知的支援に貢献した。 

さらに、国際調査専門官として、移転価格その他の国際取引調査や事前確認

事務に従事し、国際課税実務にも精通するほか、長年に亘る各種協議を通じ

て培った各国の国際課税担当者との幅広い信頼関係を構築している。 

 

会 費： 無料（組合員限定） 

当組合加盟企業リスト http://www.jmcti.org/publication/kumiaiin.php3 

 

定 員： １２０名 

 

申込方法：セミナー参加ご希望の方は、８月３０日（金）までに、当組合ホームページ

下記URLよりお申し込み下さい。 

（http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#india） 

なお、勝手ながら、会場の都合により、先着順とさせていただきます。 

 

http://www.jmcti.org/publication/kumiaiin.php3
http://www.jmcti.org/jmchomepage/semminar/index.htm#india


＊受講票等の発行はございませんので、セミナー当日は名刺を受付にお渡しください。 

＊講演内容のビデオ撮影、録音等は固くお断り申し上げます。 

また、講演中のパソコン、スマホ等の携帯機器の使用は他の聴講者のご迷惑となる場

合がございますので、お控えください。 

 

キャンセル方法： 下記事務局宛e-メール又は電話にてご連絡願います。 

 

ご不明な点がございましたら、下記事務局までご連絡下さい。 

日本機械輸出組合 通商・投資グループ 担当：庫元（くらもと）、谷井（※） 

℡ 03-3431-9348、Fax 03-3436-6455、mailto:tohshi@jmcti.or.jp 

 

（※）本セミナーの内容詳細については、谷井宛ご照会願います。 

 

以上 

mailto:tohshi@jmcti.or.jp
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